
主体
計画策定時の
状況と課題

（平成27年3月）
推進項目 期待される取組 実績と課題

地域活動への参加

基礎的コミュニティへの参加
（地域住民一人ひとりが、町内会をはじめとする基礎的コ
ミュニティの活動の意義や役割を再確認し、地域活動に自
主的に参加することや協力すること）

市民公益活動の推進

市民公益活動への理解
（市民公益活動が推進されるよう、市民公益活動団体の果
たす社会的役割および意義を理解し、その活動を応援する
こと）

地域まちづくり計画に
基づくまちづくりの展
開

地域まちづくり計画の策定・実行
（「地域まちづくり計画」を策定し、その計画に沿って、地域
住民が一丸となって、地域課題の解決に向けた取組や地
域の特色を生かした取組を実行すること、また、より効果
的・効率的に取組を実行できるよう、他の主体と連携・協力
すること）

地域における公共施設の指定管理
（公共施設（市民センター・公民館）を地域のまちづくりの拠
点として、指定管理者制度により管理、運営すること）

協働事業の展開
（地域の実情に沿った対応ができるよう、市と共に協働した
方が効果の高い事業についての取組を進めていくこと）

行政との意見交換
（地域の課題解決に向けた取組や地域まちづくり計画に基
づいた取組等について、行政と意見交換を行うこと）

町内会活動などの活
性化

絆を深める事業の展開
（町内会の活動や役割を理解してもらい、地域の方々が積
極的に町内会活動に参加いただける取組を進めること、ま
た、幅広い世代の方が気軽に町内会活動に参加しやすい
環境を作ること）

町内会活動などの意
義啓発

広報活動や交流事業の開催
（町内会の必要性などを広く理解してもらうための取組を進
め、地域の方とのつながりを深めるための交流事業を進め
ていくこと）

自主事業や協働事業の実施
（自らの活動が果たす社会的意義を自覚し、専門性、柔軟
性、先駆性、創造性等の特性を生かし、市やまちづくり協議
会等と連携・協力しながらまちづくりに貢献すること）

団体間同士の連携
（市民公益活動団体同士のネットワークを構築するため、市
民公益活動を行う団体間の自主的な連携、連絡の場の運
営を行うこと）

団体活動情報の発信

インターネットや広報誌などを活用した広報展開
（市民に情報提供を分かりやすく行い、活動意欲の醸成を
図るとともに、自らの活動情報を広く公開し透明性を確保す
ること）

地域活動への参加促進
（児童、生徒、学生の地域社会に対する関心を深め、まち
づくりへの積極的な参加を促すこと）

学校スペースや備品の提供
（まちづくりの推進のため、学校スペースや備品等の貸し出
し等）

地域課題の共同研究
（地域の課題に対して、他の主体と共同で研究を行うこと）

学習社会の醸成
（地域等との連携による学習機会の提供により、子どもと大
人が共に育ちあう、より良い学習社会の醸成）

教
育
機
関

教育機関は様々な人材、物的・知
的資源を有し、個性豊かな地域社
会の形成の支援や、地域の課題の
解決のため積極的なまちづくりのた
めには欠かせない存在となってお
り、学校資源の提供や教育、研究を
生かした連携が求められる。

学校資源の提供 学生等への情報提供、学校資源の提供を行っ
ている。

地域課題の研究、審議会等への参画、地域協
働合校推進事業、コミュニティ・スクールなど教
育・研究を生かした連携に取り組んでいる。

市と包括協定を締結する大学数は、平成26年
度には3大学であったが、現在7大学となり、市と
大学との連携が進んでいる。教育・研究を生かした

連携

基
礎
的
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

町内会加入率はゆるやかな低下傾
向にある。
少子高齢化の進行等により、役員
のなり手不足や固定化についても
懸念されている。
市民一人ひとりが基礎的コミュニ
ティの役割や重要性を再認識する
ことが重要であり、そのための啓発
活動や町内会活動等の活性化を図
ることが求められる。

町内会加入率は90％前後を推移し、高い数値を
維持している。

各町内会において、環境美化活動、防犯パト
ロールや夏祭り、スポーツ大会などの交流事業
を実施しているが、役員のなり手不足により従
来からの事業の実施も困難となる町内会も見ら
れる。

町内会未加入者や脱退者の増加や新しい分譲
宅地での町内会未設立など地域コミュニティの
希薄化が懸念される。

市
民
公
益
活
動
団
体

団体数は、10年前に比べ約2倍以
上に増加しており、福祉や環境、防
災等、多様な分野で活動が繰り広
げられている。
多くの団体では、活動資金や活動
場所の確保という課題を抱えてい
る。
複雑・多様化した地域課題を解決
するためには、様々な団体がその
特性を生かして活動するとともに、
他の主体と連携し、相乗効果を発
揮してまちづくりを行うことが求めら
れる。
市民から理解や参加を得るため、
広く情報を発信し、透明性を確保す
るとともに、活動意欲の醸成を図る
ことが求められる。

市民公益活動の展開

新たな団体も設立される一方、担い手の固定
化、高齢化という課題を抱える団体もある。

草津市協働のまちづくり推進計画の総括
（各主体）

市
民

市民主役のまちづくりが進んでいる
と思われている方の割合は14.5％
に留まっている。

市民一人ひとりが身の回りのことに
ついて考え、他人や地域のことに関
心を持ち、行動していくことが求めら
れる。

町内会加入率は90％前後を推移し、高い数値を
維持している。また、市民公益活動団体数も近
年は約260団体を維持している。ホームページ
やＳＮＳを活用した周知活動を行っている団体も
増えている。
地域コミュニティおよびテーマコミュニティともに
担い手不足が問題となっている。

ま
ち
づ
く
り
協
議
会

自分たちの地域をより住み良い地
域とするために、地域の現状や課
題、目指すべき将来像を掲げ、課
題解決に向けた取組を計画的に行
うための「地域まちづくり計画」を策
定し、この実現に向けた地域づくり
が求められる。

市のパートナーとして市と協働によ
るまちづくりを進めていくことが求め
られる。

各学区において、地域まちづくり計画が策定さ
れ、計画に基づき事業が実施されている。

各学区において「市長とまちづくりトーク」を開催
し、市との意見交換を行っている。

役員のなり手不足や固定化により、役員の負担
感が増加しており、新たなまちづくりの担い手の
確保が急務となっていることから、平成30年度
からモデル学区において、楽しくまちづくりに参
加するきっかけを作るため、地域ポイント制度を
実施した。

市のパートナーとして
の協働のまちづくりの
展開
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主
体

計画策定時の状
況と課題

（平成27年3月）
推進項目 期待される取組 事業例 実績 成果・課題

（事業団）
パワフル交流・市民の日

（事業団）
　各種事業を開催することで団体間同士の
交流や市民の理解を促した。パワフル交
流・市民の日は、平成29年度から事業の原
点である「団体間の交流」に特化した内容
で実施している。

事業団
【成果】
　パワフル交流・市民の日は平成29年度から事業の見
直しを行い、新規参加団体の呼びかけを積極的に行っ
た。市民活動団体だけでなく、ボランティアグループ、行
政、社会貢献活動を行う事業所など多様な団体の参加
につなげることができた。
【課題】
　（仮称）市民総合交流センター移転後の市民活動団体
の交流事業の展開について検討する必要がある。

（社協）
福祉を考える市民の日
地域サロン交流会
ボランティアフェスティバル

（社協）
　各種事業を開催することで団体間同士の
交流や市民に地域福祉活動への理解を促
した。福祉を考える市民のつどいは、平成
30年度から、事業名を掲げずにパワフル交
流市民の日への参画を継続している。

社協
【成果】
　ボランティアや福祉施設等の交流と活動の場がつくれ
た。スタッフとして参加した中学生ボランティアが、地域
のボランティアとしてその後活動するなど、地域福祉活
動の理解促進と参加継続につながった。
【課題】
　より多くの市民に参加してもらえるよう内容のリニュー
アルが必要である。

まちづくり情報
の収集・発信

（事業団）
くさつ情報ネット
まちづくり協議会ホーム
ページのサポート
まちの情報局
ICT活用法の研究

（事業団）
　くさつ情報ネットにて、まちづくりに関する
情報の発信を行った。
　12学区において、まちづくり協議会のホー
ムページ運営サポートを行うとともに、7学
区において、地域まちづくりセンターのホー
ムページの作成を行った。

事業団
【成果】
　地域まちづくりセンターのHP作成をサポートし、地域情
報発信機能の充実と利用者の利便性向上につなげるこ
とができた。
【課題】
　まちづくり協議会によって、情報発信の頻度に差があ
るため、サポートを継続して行う必要がある。また、より
見やすいものになるよう必要に応じ、カスタマイズも行う
必要がある。

（社協）
市社協ホームページ

（社協）
　社協ホームページにて、市社協事業や地
域福祉活動などに関する情報の発信を行っ
た。学区社協活動拠点の2か所（草津学区
社協ゆかい家、志津南学区社協ふれあい
ハウス絆）のページも毎月更新し、地域の
居場所としての活動を支援した。

社協
【成果】
　地域の福祉活動やボランティア活動、寄附などの情報
を随時発信することで、市民に役立つ情報を提供でき
た。
【課題】
　よりリアルタイムでの情報の更新が必要である。

（事業団）
コミュニティくさつ

（事業団）
　コミュニティくさつを発行、全戸配布するこ
とにより、まちづくりに関する情報の発信を
行った。

事業団
【成果】
　「まちづくり活動を始めたい、参考になった」などの感想
が届き、市民のまちづくりへの関心を高めることに寄与
できた。
【課題】
　幅広い年齢層の読者に読んでもらえるような、情報の
届け方に工夫が必要である。冊子と合わせ、他のメディ
アの活用も検討する必要がある。

（社協）
社協くさつ
ボランティア情報紙
ボランティア活動事例集
ボランティアグループ・地域
サロン活動リスト
出前ボランティア一覧

（社協）
　社協くさつを発行、全戸配布することによ
り、まちづくりに関する情報の発信を行っ
た。
　また、ボランティア活動事例集を発行し、
地域での取組の周知に努めた。
　出前ボランティア一覧を発行し、ボランティ
アの活動の場を広げるため、派遣にかかる
需給調整を行った。

社協
【成果】
　高齢者福祉施設を中心にボランティアの活躍の場の提
供に努め、特に音楽や芸能のボランティアの活動の機
会が増えた。
【課題】
　より地域福祉活動を身近に感じてもらえるよう理解促
進に努める必要がある。

（事業団）
協働コーディネーター

（事業団）
　協働コーディネーターを配置し、実務的な
課題に対し、相談、コンサルティングを実施
することで、団体の支援を行った。

事業団
【成果】
　NPO法人化、資金調達などに関する相談に対応し、市
民活動団体のステップアップをサポートすることができ
た。また、地域においても協働コーディネーターと共に、
地域まちづくり計画の見直しをサポートし、計画策定に
寄与することができた。
【課題】
　今後も職員の相談対応スキルの向上は必要不可欠で
あり、引き続きネットワークの拡大や知識の取得に向け
て研鑽に励む必要がある。

（社協）
地域サロン活動支援員
地域福祉活動推進支援強
化事業
生活支援体制整備事業

（社協）
　身近な地域で支え合う関係づくりを目的
に、高齢者の介護予防と自立の促進のた
め地域サロン活動の拡充に努めるため、地
域サロン活動支援員を配置し、地域サロン
活動者の相談助言を行った。
　また、１４学区すべてに地域福祉コーディ
ネーターを設置し、学区社協活動に参加協
力支援してきた。
　特に近年広がりを見せる医療福祉を考え
る会議では、打ち合わせ会議や振り返りの
会議に参画し、住民が高齢者に関する生活
問題について、専門機関と情報を共有し、
新たな気付きが生まれ、地域福祉活動に広
がりと深みがでるよう支援した。
　さらに、１４学区全ての学区社協で懇談会
を実施し、これからの地域福祉の進め方な
どについて、学区社協役員と市社協職員で
意見交換を行い、学区の声や特徴をとらえ
た支援ができるよう努めた。

社協
【成果】
　地域サロンは平成30年度末で市内157カ所となり、活
動の継続と立ち上げを支援することで、高齢者の居場所
づくり、見守り活動の拡大ができた。
【課題】
　活動の継続への支援と、さらなる身近な居場所づくり
の推進が必要である。

草津市協働のまちづくり推進計画の総括
（中間支援組織）

中
間
支
援
組
織

市民公益活動
団体等の交流
促進

団体間の交流促進事業の展
開
（市民公益活動団体同士の
交流や市民の理解を促すた
めに、市民公益活動の裾野
を広げていくこと、また、地域
で活動されている団体同士
の交流を促進すること）

情報サイトの充実
（まちづくり活動や実務に役
立つ情報などを収集し、ホー
ムページ等にて広く市民に発
信すること、また、情報分野
において各団体へのサポー
トを行うこと）

情報誌の充実
（まちづくり活動や地域での
取組を発信する情報誌を発
行し、まちづくりに対する理
解を促すこと）

協働のまちづくり
に対し、各主体が
抱える課題を効果
的に解決し、組織
の活動を活性化さ
せるためにも、中
間支援組織には団
体間のコーディ
ネート、情報発信、
相談、人材育成等
による支援が求め
られる。
また、自らが持つ
中間支援機能を高
めるため、中間支
援組織同士の連
携、協力を行うこと
が求められる。

相談・コンサル
ティングの実
施

技術的援助の充実
（市民公益活動や地域活動
を進めていく中での実務的な
課題に対し、技術的なサ
ポートを行うこと）
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主
体

計画策定時の状
況と課題

（平成27年3月）
推進項目 期待される取組 事業例 実績 成果・課題

（事業団）
ひととまちの未来をつくるカ
レッジ

（事業団）
　各種講座を開催することで、まちづくりを
担う人材の育成に努めた。
　また、ひととまちの未来をつくるカレッジで
は、市と広報等を中心とした連携を行った。

事業団
【成果】
　近年、様々な分野や切り口で講座を展開したことによ
り、これまで事業団に関わりの少ない市民の受講につな
げることができた。
【課題】
　より多くの市民に講座情報が行き届くように、各機関と
連携し、チラシの配布先の拡大や広報の相互乗り入れ
を行う必要がある。

（社協）
ボランティア養成講座
福祉活動推進員養成講座
（草津市福祉教養大学）
地域福祉活動推進支援強
化事業
男性の活躍の場づくり事業

（社協）
　各種講座を開催することで、まちづくりを
担う人材の育成に努めた。
　また、地域の担い手不足と言われている
現状を打破し、地域福祉活動者のすそ野を
広げることを目的に、これまでの福祉活動
推進員養成講座の内容をリニューアルした
「福祉教養大学」を実施した。

社協
【成果】
　養成講座修了者がボランティアとして活動を始め、活
動者のすそ野を広げることができた。
【課題】
　さらなる活動者づくりの推進が必要である。

組織マネジメント講座の実施
（実務や資金調達などの専
門分野における学習機会を
提供しながら、組織の運営力
を高めるサポートを行うこと）

（事業団）
ひととまちの未来をつくるカ
レッジ

（事業団）
　同上

事業団
【成果】
　まちづくり活動のスキルアップにつながる講座を実施
し、市民活動団体に留まらず、まちづくり協議会からも多
くの受講があった。
【課題】
　コミュニティ・ビジネス講座を実施してきたが、具体的な
事業展開にまではつながらなかった。まずはまちづくりに
関わるきっかけづくりとなる内容の講座などから実施して
いく必要がある。

（事業団）
まちづくり機器貸出事業
レンタルねっと☆くさつ

（事業団）
　まちづくり機器を貸し出し、団体が活動し
やすいよう支援を行った。

事業団
【成果】
　実演会や町内会長全体説明会等を通して、機器の貸
し出し制度の周知を行った。
【課題】
　（仮称）市民総合交流センター移転に向け、保管場所
や貸出機器の精査などを検討する必要がある。

（社協）
地域サロン備品貸出事業
福祉車両貸出事業
地域支え合い運送支援事
業
草津フードバンクセンター設
置事業

（社協）
　まちづくり機器や地域サロンの備品を貸し
出し、団体が活動しやすいよう支援を行っ
た。
　また、希望のあった学区社会福祉協議会
に対し、地域の活動団体が主体となって実
施する移動困難者のボランティア運送支援
事業を支援するため、活動者や、活動に関
心のある市民を対象とした安全運転講習会
を実施し、安全に事業運営できるよう努め
た。
　平成29年度よりフードバンクセンター事業
を開始し、食をテーマとした住民交流の地
域づくり活動を支援した。

社協
【成果】
　備品貸出事業では、活動備品の充実を図り、周知を
行ったことで、子どもから高齢者まで幅広く利用された。
　支え合い運送支援事業では、4学区で実施。
　草津フードバンクセンターでは、地域福祉活動の支援
と、社会貢献や地域福祉活動への参加の機会を提供
し、善意の循環システムを構築した。
【課題】
　支え合い活動を必要とする地域で実際の活動につな
げるための支援の強化を行う必要がある。

（事業団）
ひとまちキラリ助成・イキイ
キ活動賞
市民活動情報誌「つながり
のめ」
地域まちづくりセンター支援
業務
まちづくり協議会向けハンド
ブック

（事業団）
　市民公益活動団体の立ち上げ支援およ
び連携協力を目的に、団体のまちづくり活
動提案に対し助成を行った。
また、市民活動情報誌を発行し、団体の周
知を行った。

事業団
【成果】
　助成事業を通し、新たに市民活動をはじめる団体との
関係構築と裾野の拡大につながった。
　地域まちづくりセンターの支援業務については、会計・
税務・労務等の相談を毎年400件以上受け、まちづくり協
議会の日常業務をサポートすることができた。
【課題】
　助成事業については、団体の活動経験にあわせた支
援策が講じられるよう見直しが必要である。地域まちづく
りセンター支援業務も令和2年度より、指定管理2期目に
なるため、支援体制を市と協議しながら検討する必要が
ある。

（社協）
各種福祉団体への事業助
成
地域福祉活動への助成
地域サロン活動の支援
ボランティアグループ・地域
サロン活動リスト、出前ボラ
ンティア一覧

（社協）
　ボランティアグループや学区社協活動の
継続および拡充のために助成を行うととも
に、民間助成の活用を支援した。
　また、ボランティアグループ・地域サロン活
動リスト、出前ボランティア一覧を発行し、
団体の周知を行った。

社協
【成果】
　助成事業を行うことで活動を応援し、また、民間助成の
活用に向けて団体へ周知啓発し、意見書を添付すること
で資金面での応援を行った。
【課題】
　対象団体と思っていないケースもあり、情報提供するこ
とで民間助成の活用を図る必要がある。

事業団
【成果】
　指定管理施設を拠点にとく・得バスツアーなどの連携
事業を継続して実施することができた。他にも、イベント
の相互乗り入れや調査協力などを通した連携を行ってき
た。
【課題】
（仮称）市民総合交流センター移転後の連携策や情報交
換の機会などを検討していく必要がある。

社協
【成果】
　ロクハ荘でのとく・得バスツアーでは、施設の機器を介
護予防の一環として活用した。また、パワフル交流・市民
の日やボランティアフェスティバルでの実施協力を通し
て、連携を深めた。
【課題】
　連携事業の継続が必要である。

　介護予防・日常生活支援総合事業の支援
を目的として、指定管理施設と地域サロン
が連携した事業を実施した。

備品貸与や活動機会の提供
（各種備品や設備などを貸し
出し、活動機会を創出する支
援を行うこと）

まちづくり活動
支援・資金助
成

助成金制度や活動支援情報
の充実
（市民公益活動団体の立ち
上げや事業支援として、助成
金などによる資金面でのサ
ポートを行うこと、また、情報
を提供し、活動のサポートを
行うこと）

中間支援組織
同士の連携・
協力

事業連携の実施
（中間支援組織同士で学習
会などを行い、相互理解や
中間支援力を高めていくこ
と、また、類似する事業につ
いては合同で行うなど、事業
を効果的に実施すること）

中
間
支
援
組
織

協働のまちづくり
に対し、各主体が
抱える課題を効果
的に解決し、組織
の活動を活性化さ
せるためにも、中
間支援組織には団
体間のコーディ
ネート、情報発信、
相談、人材育成等
による支援が求め
られる。
また、自らが持つ
中間支援機能を高
めるため、中間支
援組織同士の連
携、協力を行うこと
が求められる。

人材育成事業
の展開

人材育成講座の実施
（団体を対象とした人材育成
講座を実施し、組織を担う人
材育成事業に取り組むこと）

中間支援組織連携事業
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事業（達成度）　    　・計画以上に実施できた       →　　　３点
　　                        ・計画通りに実施できた        →　　　２点
　                        　・計画より遅れている           →　　　１点

推進項目（進捗度）　・事業達成度の平均点数が　３点以上　　　　　 　　→　　Ａ
　                        　・事業達成度の平均点数が　２．０点～２．９点　　→　　Ｂ
　　                        ・事業達成度の平均点数が　１．０点～１．９点　　→　　Ｃ

達成 進捗 成果・課題

（仮称）市民総合交流センター整備事業

　事業スキームの変更等により計画策定時のスケジュールか
らは遅れが生じているものの中間見直しの際、変更を行っ
た。R1年6月に着工、R2年10月末に竣工を予定している。

アーバンデザインセンターびわこ・くさつの設立・運営

　草津の未来のまちのデザインを考えるために、気軽に自由
に話し合い、交流する場としてH28年10月に設立、運営を
行っている。

市民センターの指定管理

　H29年度から13の地域まちづくりセンターにおいて、指定管
理者制度を導入した。また、建て替え工事のため導入が遅れ
た常盤まちづくりセンターにおいても、H30年度から導入し
た。それぞれの各学区まちづくり協議会が指定管理を行って
いる。

市ホームページ等を活用した情報提供

　市のホームページ、Facebook、広報くさつ等により情報提
供を行っている。また、希望者（登録者）に対しては、メールマ
ガジンの配信を行っている。

市民活動レポート事業

　H27年度より市民活動団体を取材し、その活動をレポートと
して発行している。現在まで12団体について発行。市のホー
ムページ、まちづくり協働課カウンターでの公開とともに、各
団体にも活動紹介の資料として活用されている。

市民活動団体情報紙の発行

　H23年度から草津コミュニティ支援センター運営会との協働
事業として、「いいことないかな？でんごんばん」を発行してい
る。年6回の発行。市の広報紙には掲載しきれない市民活動
の情報を広く周知できるものとして活用されている。

まちづくり資料集の発行（町内会向け）

　町内会を対象とした補助制度等をまとめ、全町内会に配布
している。

まちづくり資料集の発行（ＮＰＯ向け）

　市民活動団体を対象とした補助制度等をまとめ、市民活動
団体に配布している。

協働事業事例集の発行

　市民まちづくり提案事業において採択された協働事業の事
例集を発行していたが、同制度を休止しているため、改訂を
行っていない。

まちづくり協議会への交付金事業

　各地域における総合的な住民自治組織であるまちづくり協
議会に対し、「まちづくり協議会運営交付金」「地域一括交付
金」「がんばる地域応援交付金」を交付している。

基礎的コミュニティへの補助金事業

　各町内会の各種事業に対し、「コミュニティハウス整備事業
費補助金」「自治会活動保険加入補助金」などの補助を行っ
ている。

市民活動保険助成制度

　市民公益活動団体が、1年を通じて行う活動に対して加入し
た保険を対象に補助を行っている。

中間支援組織への補助金事業

　中間支援組織である草津市コミュニティ事業団と草津市社
会福祉協議会に対し、人件費および事業費の補助を行って
いる。

草津市協働のまちづくり推進計画の総括
（市）

主体
基本
方針

推進
項目

具体的施
策

事業名
　事業概要（実績）

担当課
評価

2次
計画

市

各
主
体
へ
の
支
援

市
民
が
活
動
し
や
す
い
環
境
整
備

市
民
活
動
拠
点
の
充
実

まち 1

Ｃ

【成果】施設整備を行う手法として定期借地権方式を採用し、民間活力を活用する公
民連携事業として、平成29年度に整備を行う民間事業者を選定し、その後、関係者と
協議・調整を行い、平成30年度末までの間で設計業務を完了させた。

【課題】供用開始後の施設運営や建物の管理方法を決定していく必要がある。

継続

未来 2

【成果】アーバンデザインスクール、未来創造セミナーおよび社会実験事前調査につ
いて、おおむね予定どおり実施できた。その結果、1日あたりの施設利用者の実績が
前年度比14.7人増の38.2人となるなど、本市の未来のまちづくりを考える意識の醸成
を図ることができた。

【課題】セミナー等の参加者の広がりをもたせるため、新しい発想を取り入れた事業や
産学公民をつなぐＵＤＣＢＫの強みを生かした取組を展開していく必要がある。また、
法人化については、メリットとデメリットを洗い出しした結果、現段階では運営体制や
資金等の課題があるため時期尚早であり、さらに詳細に検討する必要が生じたため、
多様な法人形態を念頭に置きつつ、検討を続けていく必要がある。

継続

市
民
セ
ン
タ
ー

の

コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
施

設
へ
の
転
換

まち 2

【成果】市内14の地域まちづくりセンターにおいて、まちづくり協議会を指定管理者とし
た施設の管理運営を行うことで、地域のまちづくり拠点としてのさらなる活用につな
がった。

【課題】地域の特色を生かした施設の活用や安定した管理運営を継続して行う必要が
ある。

継続

ま
ち
づ
く
り
情
報
の
提
供

情
報
サ
イ
ト
の
充
実

まち 2

Ｂ

【成果】各種取組みについては、広報、ホームページ、フェイスブック、メールマガジン
等を活用しながら積極的に情報の発信を行うことができた。

【課題】新たな情報発信の手法を今後も模索していく必要がある。

まち 2

【成果】地域課題の解決を応援するために、まちづくり資料集を発行し、円滑な町内会
活動や運営に寄与した。

【課題】各種制度の申請書をまとめて掲載することにより、町内会が制度を活用しやす
い環境を整える必要がある。

継続

まち 2

【成果】平成28年度の開始予定を前倒しにして、平成27年度から、事業を開始した。

【課題】取材した団体は、5年間で13団体（令和元年6月時点）、発信手段や作成方法
の工夫が必要である。

継続

情
報
誌
の
充
実

まち 2

【成果】毎年6回奇数月に発行し、市民活動の情報を広く周知できるものとして活用さ
れている。

【課題】協働事業が継続できるよう必要に応じ、協働の相手方との役割分担を見直す
必要がある。

継続

継続

まち 2

【成果】市民公益活動団体の支援の一環として、支援情報等をまとめた情報紙を発行
し、必要とされている各種情報の提供を行うことができた。

【課題】各種制度の申請書をまとめて掲載することにより、市民活動団体が制度を活
用しやすい環境を整える必要がある。

継続

まち 1
【課題】市民まちづくり提案事業を実施していないため、協働事業の事例集も発行して
いないが、協働の事例を紹介する手段を検討していく必要がある。

廃止

見直し

まち 2

【成果】地域コミュニティ活動を促進し、良好な地域社会の形成と住民福祉の増進に
寄与した。

【課題】より効果の高い手法を検討していくことが必要である。

継続

まち 2

【成果】市民公益活動団体が、安心して積極的な活動に取り組めるよう、各種活動保
険の保険料の一部を補助した。

【課題】保険の必要性や制度の周知に努める必要がある。
継続

まち 2

Ｂ

【成果】交付金の活用により、各地域において、地域の特色を活かした様々な事業に
取り組まれ、地域の課題解決等に寄与した。

【課題】交付金の一元化を視野に多様化する住民ニーズに応じた見直しが必要であ
る。

まち
健福
長寿

2

まち
【成果】中間支援組織である（公財）草津市コミュニティ事業団へ運営費の補助を行
い、活動体制の充実が図られた。

【課題】中間支援組織としての在り方について、検討が必要である。

健福
【成果】中間支援組織として地域活動の推進に取り組み、各地域での積極的な活動へ
の支援を行えた。

【課題】活動の拡大に向け、継続的な取り組みが必要

長寿
【成果】円滑に地域サロン活動を推進することができた。

【課題】特になし

継続

ま
ち
づ
く
り
活
動
支
援
・
資
金
助
成

財
政
的
援
助
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達成 進捗 成果・課題

主体
基本
方針

推進
項目

具体的施
策

事業名
　事業概要（実績）

担当課
評価

2次
計画

まちづくり協議会との協働推進体制の整備

　協働推進員や地域支援員を配置し、市とまちづくり協議会
との協働体制を強化している。また、地域まちづくりセンター
の指定管理が円滑に進むよう中間支援業務を委託してい
る。

基礎的コミュニティ　設立支援・加入啓発事業

　地域の要請に応じ設立支援を行っている。また、啓発チラ
シによる未加入者への啓発を行っている。

クラウドファンディング活用サポート事業

　市民活動団体がクラウドファンディングを行うにあたりサ
ポートを希望された場合、サービス事業者とともに、市として
も周知活動等のサポートを行っている。（H28年度、H29年度
各1件）

地域ポイント制度

　地域におけるまちづくりの新たな担い手確保のため、H30年
度モデル的に7学区で実施している。R2年度より本格実施を
予定している。

各まちづくり協議会の健幸宣言実現に向けた取組の推進

　各まちづくり協議会において健幸宣言実現に向けた取組を
行っていただいている。

市民まちづくり提案事業

　市が募集するテーマ、団体からの応募事業ともに減少した
ことからH28年度から休止している。新しい制度を検討してい
るものの実施に至っていない。

協働事業の実施

　継続実施されている協働事業はあるものの、市民まちづくり
提案事業を休止していることもあり、新規事業として実施され
るものが少ない。提案制度を経ずとも協働事業が実施できる
仕組みを検討していく。

協働契約ハンドブックの作成

　協働事業を推進するため、計画から事業実施までの具体
的なルールや仕組みをまとめたハンドブックを作成し、公開し
ている。必要に応じ、随時、改訂を行っていく。

活動団体のネットワーク促進の連携

　パワフル・交流市民の日、ボランティアフェスティバル等を
実施し、市民活動団体のネットワーク構築に努めている。

情報発信の連携

　中間支援組織が発行するコミュニティくさつおよび社協くさ
つを広報とともに全戸配布している。

技術的支援における連携

　協働コーディネーターの積極的な活用、地域福祉団体やボ
ランティア団体等への助言や支援を行っている。

人材育成事業の活用

　市や中間支援組織が開催する講座を総合的に見直し、類
似する講座の統廃合を行うとともに、まちづくり講座として一
覧表にて情報発信を行っている。

活動支援や資金の助成における連携

　ひとまちキラリ助成事業との連携（審査委員会への参加、
採択団体の講座開催等）、社協会費や共同募金を活用した
活動助成を行っている。

職員対象協働研修

　毎年、新規採用職員向けに協働の基本の研修を行うととも
に、職階別に研修を行っている。他市事例を参考に有効な研
修を検討していく。

多様な主体との協働研修

　市民活動団体からの提案を受け、団体との協働事業により
研修を開催した。また、市職員、中間支援組織職員、市民が
ともに学べる講座を開催した。

市

各
主
体
へ
の
支
援

ま
ち
づ
く
り
活
動
支
援
・
資
金
助
成

技
術
的
援
助

まち
各課

2

Ｂ

【成果】協働推進員や地域支援員の配置により、まちづくり協議会と市との連携強化
につながった。また、中間支援業務の委託により、施設の管理運営を円滑に進めるこ
とができた。

【課題】まちづくり協議会の安定化に向け、中間支援のあり方を見直す必要がある。

継続

まち 2

【成果】全学区での本格実施に向け、実施手法等について、検討を進めることができ
た。

【課題】新たな担い手確保のための手法や事業のあり方について、見直しが必要であ
る。

見直し

地保
保険
まち

2

【成果】各まちづくり協議会において、地域情報紙等で健康に関する情報発信や健康
をテーマとした講座等を開催した。

【課題】今後も健康に関する取組が継続されるよう、地域の健康特性や課題を、まち
づくり協議会などの地域の関係者と共有を図りながら、地域の特性に応じた健康づく
りの取組を推進する必要がある。

継続

まち 2

【成果】地域コミュニティ設立に向けて、地元の要請応じ設立支援を行い、良好な地域
社会の形成に寄与した。また、転入者や町内会未加入者に対して、啓発チラシを用い
た啓発を行った。

【課題】新たな地域コミュニティの設立および未加入者への加入を促進するための支
援、啓発を継続していく必要がある。

継続

まち 2

【成果】サポートを希望した団体に対して、周知活動のサポートを行った。

【課題】サポート事業制度の周知を広く行う必要がある。
継続

【課題】平成28年度から事業を休止し、新しい制度を検討してきたが、協働の相手とな
る団体も少なく、現在も実施に至っていない。
そのため、新たなまちづくりの担い手の発掘を目的に平成28年度より地域デビュー講
座を実施している。

廃止

各課 2

【成果】市民と共に事業を実施することで、幅広い市民ニーズに対応することができ
た。

【課題】協働事業の実施のきっかけとなる仕組みを検討していく必要がある。

継続
（見直し）

協
働
推
進
体
制
の
強
化

協
働
事
業
の
推
進

協
働
事
業
の
実
施

まち 1

Ｃ

まち 2

2

まち
健福

継続

まち
健福

2 継続

まち
健福

2 継続

【成果】協働事業のルールや仕組みについて、市民や職員に周知できた。

【課題】ハンドブックの周知を広く行う必要がある。
継続

まち
健福

2

Ｂ

【成果】協働のまちづくり条例に基づき、本市の中間支援組織に位置づけられている
「草津市コミュニティ事業団」、「草津市社会福祉協議会」と連携を図りながら、各種事
業を支援することで、市民公益活動、地域活動の推進を図ることができた。

【課題】それぞれの中間支援組織においては、幅広く各種事業に取り組んでいただい
ていることから、今後も連携を密にし、効果的な事業を実施できるよう連携していく必
要がある。

継続

まち
健福

2

【成果】協働事業により、様々な制度や取組について、市民と共に学べる機会を作る
ことができた。

【課題】更なる事業展開を目指し、事業内容を検討していく必要がある。

継続

2 継続

人
材
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職
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実
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まち
職員

2

Ｂ

【成果】新規採用職員から所属長等、幅広い職員を対象にしながら、各種研修を実施
することができた。

【課題】職員が求める研修の内容を把握し、より効果的な研修を検討する必要があ
る。

継続
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	☆９a総括資料（各主体）
	☆９b総括資料（中間支援組織）
	☆９c総括資料（市）

